
令　和　元　年　度

事 業 報 告 及 び 決 算
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総　括

　公益財団法人三重県市町村振興協会は、三重県内の市町の健全な発展を図るため、市

町村振興宝くじの収益金等を活用した事業を行うことにより住民福祉の増進に寄与する

ことを目的としております。

　三重県内の市町については、人口減少や高齢化が急速に進んでおり、市町の財政状況

は危機的な状況にあります。こうした状況においても、活力があり住民の安全・安心な

暮らしを維持し、発展していくことが市町では求められております。

　このような中、本協会では、所期の目的達成のため、貸付事業をはじめとする各種の

公益目的事業を実施し、県内市町の支援事業に努めています。

Ⅰ　公益目的事業

　　公益法人として公益の増進及び活力ある社会の実現に資することを目的に実施

　しています

１．貸付事業

　　市町等からの申請に基づき基金の枠内で基金貸付細則に定める事業に対して、平成

　31年4月22日1,799,360千円を長期貸付として貸し付けしました。

（１）貸付の期間等

（円）

0.2 % 5

0.2 % 6

0.2 % 20

0.2 % 8

（２）団体別貸付の内訳

（円）

志 摩 市 1 27,500,000

伊 勢 市 1

四 日 市 市 2 314,400,000

鈴 鹿 市 1 104,100,000

名 張 市 17 49,400,000

343,500,000

令和元年度公益財団法人三重県市町村振興協会事業報告書

貸付期間及び据置期間 適用利率 事業数
金　　額

　　20年（うち据置2年） 829,200,000

　　15年（うち据置2年） 231,860,000

　　10年（うち据置2年） 691,400,000

　　 5年（うち据置1年） 46,900,000

団　体　名 事 業 数
金　　額

津 市 4 627,700,000

木 曽 岬 町 3 86,800,000

東 員 町 2 26,500,000
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10 団体

（３）資金貸付審査委員会の開催

　　基金事業の適正かつ円滑な運営を図るため、資金貸付対象事業の適否並びに資金貸

　付案件の優先順位等に関し審査を実施しました。

実施日

場　所 三重県自治会館　第2会議室

２．研修事業

（１）三重県市町総合事務組合が実施する研修事業に係る支援

　　三重県市町総合事務組合が実施する研修事業に対して、63,530,000円を交付しまし

　た。なお、実施研修はステップ研修13講座、パワーアップ研修19講座、特別セミナー

　9講座で、修了者総数は 3,934人となっています。

（２）海外地方行政調査事業

令和元年度は実施しませんでした。

３．市町村職員中央研修所及び国際文化研修所へ職員を派遣する市町に対する支援

　　市町村職員中央研修所及び全国市町村国際文化研修所へ研修生を派遣した市町等の

　申請に基づいて研修受講に係る研修費等として、1,339,200円を助成しました。なお、

　各団体の研修助成の内訳は次のとおりです。

市町村職員
研修所

助成額
国際文化
研修所

助成額 助成額合計

（人） （円） （人） （円） （円）

津 市 3 39,150 12 70,200 109,350

四 日 市 市 23 248,450 30 209,100 457,550

伊 勢 市 1 8,250 3 17,550 25,800

松 阪 市 4 29,400 3 24,750 54,150

桑 名 市 8 77,350 13 96,450 173,800

鈴 鹿 市 5 50,850 13 136,050 186,900

名 張 市 3 19,950 19,950

尾 鷲 市 2 11,700 11,700

亀 山 市 1 8,250 5 44,850 53,100

熊 野 市 2 9,300 9,300

い な べ 市 2 11,700 11,700

志 摩 市 2 18,900 18,900

伊 賀 市 1 8,250 8 73,200 81,450

206,500,000紀 北 町 7

伊 勢 広 域 環 境 組 合 1 12,960,000

平成31年4月12日

団体名

39 1,799,360,000
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木 曽 岬 町 2 20,000 20,000

東 員 町 5 41,250 41,250

菰 野 町 3 36,750 36,750

朝 日 町 1 4,650 4,650

多 気 町 1 8,250 8,250

玉 城 町 1 10,000 1 4,650 14,650

19団体 54 541,200 104 798,000 1,339,200

４．情報化推進事業

　　県内市町の情報共有を活性化し、情報システムに関する共通課題に対して県内市町

　が共同で取り組みを行い、情報化システムの適正化・コスト抑制・説明性向上を図る

　ことを目的として外部専門家支援事業を実施しました。なお、ケーススタディー事例

　研究支援においては、２団体４案件を支援テーマとして取り上げ、題材案件の課題解

　決に向け外部専門家から助言・提言を受けました。また、マイナンバー制度について

　は、適切な運用を図る目的で保護責任者・新任担当者向け番号制度研修、地区別研修

　会の勉強会を３４回実施しました。

５．法制支援事業

（１）法律相談、法制執務照会

　　自治体における諸問題の解決を図るため、法律事務所と提携し、適切な法令解釈

　その他法制執務上の諸事項に係る照会、回答を行う法制支援事業を実施しました。

　市町からの照会及び、それに対する法律事務所からの助言の件数は55件でした。

（２）法務事例研究、法令ガイダンスの実施

　　自治体に影響する法令改正等に適切に対応できるよう、次のとおり法務事例究等

　を実施しました。

日　時

令和2年1月31日

令和2年2月28日

（３）行政仲裁・和解あっせん・相談業務の実施

　　自治体における住民等との紛争解決を図るため、裁判外紛争解決手続事業運営に

　かかる委員会を開催しました。なお、令和元年度の申立事案は３件でした。

項 内　容

法令改正ガイダンス
・地方自治法等の一部を改正する法律につ
いて

法務事例研修会 ・附属機関条例主義について
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日　時

平成31年4月26日

令和元年10月31日

令和元年12月13日

令和2年2月25日

６．医師看護師確保対策事業

　　三重大学医学部における地域医療教育及び地域医療支援

　　三重大学医学部における地域医療教育の充実及び地域医療支援体制の整備にかかる

　支援として、医学部が確保した人材の県内の地域医療への定着を図るとともに、医師

　不足地域への医師配置強化などを実施するため、100,000,000円を交付しました。

７．共有デジタル地図支援事業

　　三重県市町総合事務組合が実施する共有デジタル地図整備事業に対し、第３期整備

　事業の基本計画に基づく空中写真の撮影、地図整備等の経費と、地理空間情報集約シ

　ステムの運用及び個別市町での説明会・研修会の費用として、613,730,000円を交付し

　ました。

８．三重県消防救急無線デジタル化に関する支援事業

　　三重県消防救急無線デジタル化整備のうち、国及び県域において共通して使用する

　「共通波」に係る整備費用について、三重県市町総合事務組合の整備費用に係る起債

　償還に対して、65,241,372円を交付しました。

９．地方４団体への助成事業　　　　

　　三重県市長会、三重県町村会、三重県市議会議長会、三重県町村議会議長会が市

　町振興に資することを目的に行う①国・県に対する要望活動②広域的及び共通的な

　課題に対する調査研究③研究会及び講演会等の事業に対して、総額 7,991,587円を

　助成しました。

10．美し国三重市町対抗駅伝に対する助成

　　市町間の交流及び一体化の促進による市町の振興と併せてスポーツに対する県民

　意識の高揚を目的に実施される「美し国市町対抗駅伝」運営費に係る経費として

　8,500,000円を「美し国三重市町対抗駅伝実行委員会」に対して助成しました。

書面による決議 ＡＤＲ相談事業相談員の指名について

場　　所 審　議　内　容

仲裁手続及び和解あっせん人の選任につい
て

三重県自治会館

三重県自治会館
仲裁手続及び和解あっせん人の選任につい
て

三重県自治会館
仲裁手続及び和解あっせん人の選任につい
て
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11．市町村交付金交付事業

　　新市町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボ）の収益配分金を地方財政法第32条に規

　定する事業に対し、211,799,924円を全市町に令和2年1月31日に交付しました。

　　・当初配分金

　　・追加配分金

　　・時効配分金

12．災害対策関連事業

　　風水害、火災、地震、その他（津波、高潮等）の災害が発生した市町に対し、被

　災地域の円滑かつ早期の復旧を図るため被災市町に対し災害復旧支援金を支給する

　事業を計画しましたが、令和元年度の支給はありませんでした。

13．地域づくり・交流支援事業（地元学実践支援事業）

　　日常生活では気付かない地域の特色、資源、魅力などを再発見し、地域おこしの糸

　口を見出すため、地域団体を実施主体として、派遣講師によるあるもの探しの地元学

　事業を計画しましたが、令和元年度の実施市町はありませんでした。

14．基金活用審査委員会の開催

　　本年度の活動状況は次のとおりです。

日　時

令和元年8月9日

令和2年1月27日

15．市町に関する情報提供事業（市町要覧の発行）

　　三重県と共同して市町要覧を発行（発行部数　1,400部）しました。

審　議　内　容場　　所

三重県自治会館
三重大学医学部地域医療教育及び地域医療
支援交付金について

三重県自治会館
三重大学医学部地域医療教育及び地域医療
支援交付金について

142,357,176円

55,828,309円

13,614,439円
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Ⅱ　管理・運営事業

　　協会の事業を管理・運営するために行う事業

１． 諸会議の開催

（１）理事会

日　時

令和元年5月24日

令和元年6月7日

令和2年1月24日

令和2年2月12日

（２）評議員会

日　時

令和元年5月24日

三重県自治会館

常務理事による自己の職務の執行の状況の
報告について

平成30年度公益財団法人三重県市町村振興
協会事業報告及び決算の承認について

公益財団法人三重県市町村振興協会評議員
会の招集の決議について

審　議　内　容

公益財団法人三重県市町村振興協会評議員
会の招集の決議について

三重県自治会館
三重大学医学部地域医療教育及び地域医療
支援について

公益財団法人三重県市町村振興協会評議員
会の招集の決議について

理事長による自己の職務の執行の状況の報
告について

場　　所

場　　所 審　議　内　容

書面によるみなし決議 評議員の選任について

理事の選任について

書面によるみなし決議

常務理事による自己の職務の執行の状況の
報告について

書面によるみなし決議
公益財団法人三重県市町村振興協会評議員
会の招集の決議について

三重大学医学部地域医療教育及び地域医療
支援交付金について

令和２年度公益財団法人三重県市町村振興
協会事業計画及び収支予算の承認について

理事長による自己の職務の執行の状況の報
告について
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令和元年6月7日

令和2年1月24日

令和2年2月26日

（３）監査の実施

　　本協会の平成30年度の事業報告及び収支決算について、監査を実施しました。

実施日

場　所

（４）市町行財政意見交換会の開催

　　市町が抱える行政課題の解決を図るとともに市町の連携強化を推進するため、市

　長会及び町村会並びに本協会による意見交換会を実施しました。

実施日

場　所

（５）東海・北信越市町村振興協会事務局長会議

　　東海・北信越地域の９県の市町村振興協会において共有する種々の課題について

　協議・検討するため、事務局長会議を開催しました。

実施日

場　所

２．全国納付金支出事業

　　三重県から交付される令和元年度市町村振興事業基金交付金（サマージャンボ

　宝くじ収益金）の額10％相当額  44,706,775円を一般財団法人全国市町村振興協

　会へ会費として納付しました。

３．広告宣伝事業

　　サマージャンボ宝くじ及びハロウィンジャンボ宝くじの販売促進を図るため、

　三重県内における広告媒体を活用し宣伝を行いました。

三重県自治会館

三重大学医学部地域医療教育及び地域医療
支援について

三重大学医学部地域医療教育及び地域医療
支援交付金について

令和元年5月27日

三重県自治会館

三重県自治会館

平成30年度公益財団法人三重県市町村振興
協会事業報告及び決算の承認について

書面によるみなし決議 理事の選任について

令和２年度公益財団法人三重県市町村振興
協会事業計画及び収支予算について

三重県自治会館　第2会議室

令和元年10月15日

三重県自治会館　第1会議室

令和元年11月７日～８日
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　　記載すべき事業はありません。

附　属　明　細　書
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（単位：円）

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ資産の部

　１．流動資産

　　　現金預金 26,837,740 26,837,740 0

　　流動資産合計 26,837,740 26,837,740 0

  ２．固定資産

    (1) 基本財産

　　　　定期預金（基本財産） 1,000,000 1,000,000 0

　　基本財産合計 1,000,000 1,000,000 0

    (2) 特定資産

　　　 市町村振興基金積立資産 2,050,222,864 2,459,703,780 △ 409,480,916

　　　 長期貸付金 13,797,718,710 13,835,952,710 △ 38,234,000

　　特定資産合計 15,847,941,574 16,295,656,490 △ 447,714,916

　　固定資産合計 15,848,941,574 16,296,656,490 △ 447,714,916

　　資産合計 15,875,779,314 16,323,494,230 △ 447,714,916

Ⅱ負債の部

　１．流動負債

Ⅲ正味財産の部

  １．指定正味財産

　　指定正味財産合計 15,848,941,574 16,296,656,490 △ 447,714,916

  ２．一般正味財産 26,837,740 26,837,740 0

　　正味財産合計 15,875,779,314 16,323,494,230 △ 447,714,916

　　負債及び正味財産合計 15,875,779,314 16,323,494,230 △ 447,714,916

貸　借　対　照　表

令和2年3月31日現在
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（単位：円）

当年度 前年度 増　減

Ⅰ一般正味財産増減の部

１.経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 130 70 60

基本財産受取利息 130 70 60

特定資産運用益 1,598,300 1,684,995 △ 86,695

特定資産受取利息 1,598,300 1,684,995 △ 86,695

受取交付金 1,106,582,598 640,350,610 466,231,988

県ｻﾏｰｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ交付金振替額 894,782,674 399,172,953 495,609,721

県ﾊﾛｳｨﾝｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ交付金 211,799,924 241,177,657 △ 29,377,733

受取助成金 950,000 950,000 0

全国協会広報活動助成金 750,000 750,000 0

全国市町村研修財団研修助成金 200,000 200,000 0

受取負担金 153,714 0 153,714

市町負担金 153,714 0 153,714

事業収益 60,851,753 67,411,517 △ 6,559,764

貸付金受取利息 60,851,753 67,411,517 △ 6,559,764

雑収益 1,306,440 151,000 1,155,440

雑収益 1,306,440 151,000 1,155,440

経常収益計 1,171,442,935 710,548,192 460,894,743

（２）経常費用

事業費 1,107,611,697 649,324,480 458,287,217

旅費交通費 73,574 94,020 △ 20,446

消耗品費 0 48,897 △ 48,897

印刷製本費 498,960 465,000 33,960

平成31年4月1日から令和2年3月31日まで

正味財産増減計算書

科　　　　　目
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当年度 前年度 増　減科　　　　　目

賃借料 412,818 473,382 △ 60,564

諸謝金 426,528 349,436 77,092

人件費負担金 17,107,000 17,692,000 △ 585,000

支払助成金 17,830,787 18,647,112 △ 816,325

支払交付金 842,701,372 350,941,372 491,760,000

市町交付金 211,799,924 241,177,657 △ 29,377,733

委託費 16,729,280 19,396,157 △ 2,666,877

雑費 31,454 39,447 △ 7,993

管理費 63,831,238 61,223,712 2,607,526

役員等報酬 759,000 816,000 △ 57,000

会議費 563,606 243,726 319,880

旅費交通費 169,910 315,820 △ 145,910

消耗品費 113,403 70,464 42,939

光熱水料費 1,286,397 1,259,028 27,369

賃借料 3,661,440 3,661,440 0

租税公課 51,200 52,150 △ 950

人件費負担金 6,198,000 4,884,000 1,314,000

支払負担金 1,055,800 845,000 210,800

全国協会納付金 44,706,775 44,039,424 667,351

支払手数料 3,720 2,868 852

委託費 0 710,532 △ 710,532

広告宣伝費 5,229,880 4,323,260 906,620

雑費 32,107 0 32,107

経常費用計 1,171,442,935 710,548,192 460,894,743

評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 0 0 0
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当年度 前年度 増　減科　　　　　目

２.経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 0 0 0

一般正味財産期首残高 26,837,740 26,837,740 0

一般正味財産期末残高 26,837,740 26,837,740 0

Ⅱ指定正味財産増減の部

県ｻﾏｰｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ交付金 447,067,758 440,394,257 6,673,501

一般正味財産への振替額 △ 894,782,674 △ 399,172,953 △ 495,609,721

当期指定正味財産増減額 △ 447,714,916 41,221,304 △ 488,936,220

指定正味財産期首残高 16,296,656,490 16,255,435,186 41,221,304

指定正味財産期末残高 15,848,941,574 16,296,656,490 △ 447,714,916

Ⅲ正味財産期末残高 15,875,779,314 16,323,494,230 △ 447,714,916
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１．継続事業の前提に関する注記

　　継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　満期保有有価証券・・・償却原価法(定額法)によっている。

（２）消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

（３）表示方法の変更 (法人会計の省略)

　　法人会計区分に表示していた収益及び費用については、公益法人の会計に関する諸

　課題の検討状況について（平成２７年３月２６日公益認定等委員会公益法人の会計に

　関する研究会）が公表され、法人会計区分の義務付けが緩和されたことに伴い、平成

　29年度より法人会計区分を省略し、公益目的事業会計の区分に含めて表示している。

　　なお、公益目的事業が一つのため、貸借対照表内訳表及び正味財産増減計算書内訳

　表の作成を省略している。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

 定期預金 1,000,000 1,000,000

小　計 1,000,000 1,000,000

特定資産

市町村振興基
金積立資産

2,459,703,780 1,450,519,084 1,860,000,000 2,050,222,864

 定期預金 2,159,703,780 1,860,000,000 299,703,780

 譲渡性預金 1,450,519,084 1,450,519,084

 投資有価証券 300,000,000 300,000,000

 長期貸付金 13,835,952,710 1,799,360,000 1,837,594,000 13,797,718,710

小　計 16,295,656,490 3,249,879,084 3,697,594,000 15,847,941,574

合　計 16,296,656,490 3,249,879,084 3,697,594,000 15,848,941,574

財務諸表に対する注記
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４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

科　目 当期末残高
（うち指定正
味財産からの
充当額）

（うち一般正
味財産からの
充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産

　定期預金 1,000,000 1,000,000

小　計 1,000,000 1,000,000

特定資産

市町村振興基
金積立資産

2,050,222,864 2,050,222,864

 定期預金 299,703,780 299,703,780

 譲渡性預金 1,450,519,084 1,450,519,084

 投資有価証券 300,000,000 300,000,000

 長期貸付金 13,797,718,710 13,797,718,710

小　計 15,847,941,574 15,847,941,574

合　計 15,848,941,574 15,848,941,574

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

帳簿価額 時価 評価損益

三重県平成25年度債 100,000,000 102,320,000 2,320,000

三重県平成26年度債 100,000,000 102,080,000 2,080,000

三重県平成27年度債 100,000,000 102,460,000 2,460,000

300,000,000 306,860,000 6,860,000

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金等の
名称

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金
三重県市町村振
興事業基金交付
金
(サマージャンボ
宝くじ）

三重県 16,295,656,490 447,067,758 894,782,674 15,847,941,574 指定正味財産

三重県市町村振
興事業基金交付
金
(ハロウィンジャ
ンボ宝くじ）

三重県 0 211,799,924 211,799,924 0 一般正味財産

助成金

受取助成金
（財）全国市
町村振興協会

0 750,000 750,000 0 一般正味財産

受取助成金
（財）全国市
町村研修財団

0 200,000 200,000 0 一般正味財産

16,295,656,490 659,817,682 1,107,532,598 15,847,941,574

（単位：円）

科　　目

合　　計

（単位：円）

合　計
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７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

８．その他

（１）金融商品に対する取組方針

　　本協会は、公益目的事業の資金となる基金積立金を運用し、その運用益を事業等に

　充てるため、債権等によって資産運用を行う。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　　投資有価証券は、国債・地方債で、市場価格の変動リスクにさらされている。

（３）金融商品のリスクに係る管理体制

　　金融商品の取引は、本協会の資産運用規定に基づき行う。また、リスクの管理は、

　発行体の状況を把握し理事会等に報告する。

894,782,674

　指定事業の当期実施額 894,782,674

金　額

経常収益への振替額

内　容

　目的達成による指定解除額

経常外収益への振替額

合　計
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１．基本財産及び特定資産の明細

　　財務諸表に対する注記４で記載しているので、省略する。

附　属　明　細　書
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（単位：円）

金　額

（流動資産）

現金預金 普通預金 百五銀行
 県庁支店

運転資金として管理してい
る。

26,837,740

　流動資産合計 26,837,740

（固定資産）

基本財産 定期預金 定期預金 百五銀行
 県庁支店

公益目的保有財産として管理
している。

1,000,000

特定資産 2,050,222,864

定期預金 百五銀行
 県庁支店

299,703,780

譲渡性預
金

百五銀行
 県庁支店

1,450,519,084

投資有価
証券

三重県債 300,000,000

長期貸付金 13,797,718,710

15,848,941,574

15,875,779,314

流動負債合計

固定負債合計

負債合計

正味財産 15,875,779,314

財　産　目　録
令和2年3月31日現在

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等

　固定資産合計

　資産合計

市町村振興
基金積立資
産

公益目的財産であり、市町等
が行う施設整備事業等一般会
計債のうち、地方債の許可又
は協議において同意された事
業に対して貸し付ける。

25市町、一部事務組
合

公益目的保有財産であり、市
町村振興宝くじの収益金を積
み立て、長期貸付事業等の財
源として管理されている資
産。
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（単位：円）

予算額 決算額 差  異

Ⅰ一般正味財産増減の部

１.経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 1,000 130 870

基本財産受取利息 1,000 130 870

特定資産運用益 1,660,000 1,598,300 61,700

特定資産受取利息 1,660,000 1,598,300 61,700

受取交付金 1,185,546,000 1,106,582,598 78,963,402

県ｻﾏｰｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ交付金振替額 925,546,000 894,782,674 30,763,326

県ﾊﾛｳｨﾝｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ交付金 260,000,000 211,799,924 48,200,076

受取助成金 950,000 950,000 0

全国協会広報活動助成金 750,000 750,000 0

全国市町村研修財団研修助成金 200,000 200,000 0

受取負担金 440,000 153,714 286,286

市町負担金 440,000 153,714 286,286

事業収益 60,872,000 60,851,753 20,247

貸付金受取利息 60,872,000 60,851,753 20,247

雑収益 395,000 1,306,440 △ 911,440

雑収益 395,000 1,306,440 △ 911,440

経常収益計 1,249,864,000 1,171,442,935 78,421,065

（２）経常費用

事業費 1,178,626,000 1,107,611,697 71,014,303

旅費交通費 1,352,000 73,574 1,278,426

消耗品費 100,000 0 100,000

印刷製本費 500,000 498,960 1,040

賃借料 971,000 412,818 558,182

科　　　　　目

収支計算書（損益ベース）
平成31年4月1日から令和2年3月31日まで
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予算額 決算額 差  異科　　　　　目

諸謝金 1,554,000 426,528 1,127,472

人件費負担金 18,053,000 17,107,000 946,000

支払助成金 24,500,000 17,830,787 6,669,213

支払交付金 850,562,000 842,701,372 7,860,628

市町交付金 260,000,000 211,799,924 48,200,076

委託費 20,644,000 16,729,280 3,914,720

雑費 390,000 31,454 358,546

管理費 71,238,000 63,831,238 7,406,762

役員等報酬 910,000 759,000 151,000

会議費 1,037,000 563,606 473,394

旅費交通費 583,000 169,910 413,090

消耗品費 128,000 113,403 14,597

印刷製本費 20,000 0 20,000

光熱水料費 1,337,000 1,286,397 50,603

賃借料 3,662,000 3,661,440 560

諸謝金 20,000 0 20,000

租税公課 150,000 51,200 98,800

人件費負担金 6,449,000 6,198,000 251,000

支払負担金 1,325,000 1,055,800 269,200

全国協会納付金 49,000,000 44,706,775 4,293,225

支払手数料 10,000 3,720 6,280

委託費 50,000 0 50,000

広告宣伝費 6,507,000 5,229,880 1,277,120

雑費 50,000 32,107 17,893

経常費用計 1,249,864,000 1,171,442,935 78,421,065

0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 0 0 0

評価損益等調整前当期経常増減額
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予算額 決算額 差  異科　　　　　目

２.経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 0 0 0

一般正味財産期首残高 26,837,000 26,837,740 △ 740

一般正味財産期末残高 26,837,000 26,837,740 △ 740

Ⅱ指定正味財産増減の部

490,000,000 447,067,758 42,932,242

一般正味財産への振替額 △ 925,546,000 △ 894,782,674 △ 30,763,326

当期指定正味財産増減額 △ 435,546,000 △ 447,714,916 12,168,916

指定正味財産期首残高 16,303,000,000 16,296,656,490 6,343,510

指定正味財産期末残高 15,867,454,000 15,848,941,574 18,512,426

Ⅲ正味財産期末残高 15,894,291,000 15,875,779,314 18,511,686

県ｻﾏｰｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ交付金
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事業別正味財産増減計算書
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（１）事業別正味財産増減計算書
（単位：円）

区 分 金 額

1 貸付事業 212,580 1,762,560 △ 1,549,980 諸謝金 3,300
資金貸付審査委員
報償費

委託費 209,280 貸付システム委託

2 研修事業 63,530,000 62,899,233 630,767 支払交付金 63,530,000
総合事務組合研修
交付金

3 全国研修財団
研修助成金

1,339,200 2,445,400 △ 1,106,200 支払助成金 1,339,200
アカデミー受講助
成金

4 情報化推進事
業

16,288,598 16,716,342 △ 427,744 旅費交通費 40,440
選定委員会委員旅
費等

賃借料 364,158 研修会場費等

委託費 15,884,000
外部専門家事業委
託費

5 法制支援事業 1,137,872 925,557 212,315 旅費交通費 33,134
行政仲裁委員会委員
等旅費

賃借料 48,660
行政仲裁委員会、
研修会会場費

諸謝金 413,328
行政仲裁委員会報酬、
研修会講師報償等

委託費 636,000
法制支援事業委託
費

雑費 6,750
行政仲裁委員会諸
費

6 医師看護師確
保対策事業

100,221,000 119,735,000 △ 19,514,000 支払交付金 100,200,000

三重大学交付金
 100,000,000円
看護師奨励交付金
  200,000円

雑費 21,000 三重大報告会諸費

7 共有デジタル
地図整備事業

613,730,000 104,000,000 509,730,000 支払交付金 613,730,000 地図事業交付金

8 消防救急デジ
タル無線支援交
付金

65,241,372 65,241,372 0 支払交付金 65,241,372 共通波整備交付金

9 地方４団体へ
の助成金

7,991,587 7,701,712 289,875 支払助成金 7,991,587
市長会、町村会、市
議会議長会、町村議
長会への助成

10 美し国市町対
抗駅伝助成金

8,500,000 8,500,000 0 支払助成金 8,500,000
市町負担分に係る
助成金

11 市町村交付事
業

211,799,924 241,177,657 △ 29,377,733 市町交付金 211,799,924
ハロウィンジャンボ宝
くじ交付金を市町に交
付

12 災害対策事業 0 0 0

13 地域づくり支
援事業

3,704 0 3,704 雑費 3,704
地元学実践支援事業
調査諸費

事　業 当 年 度 前 年 度 比 較
中 科 目

説 明
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区 分 金 額
事　業 当 年 度 前 年 度 比 較

中 科 目
説 明

9,900 39,600 △ 29,700 諸謝金 9,900 委員報償費

15 情報提供事業 498,960 488,047 10,913 印刷製本費 498,960 市町要覧の印刷費

16 共通経費 17,107,000 17,692,000 △ 585,000
人件費負担
金

17,107,000 人件費負担金

計 1,107,611,697 649,324,480 458,287,217

14 市町村振興事
業基金活用審査
委員会
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（２）事業別正味財産増減計算書（内訳)

旅費交通費 消耗品費 印刷製本費 賃借料 諸謝金

1 貸付事業 3,300

2 研修事業

3
全国研修財団研修助成
金

4 情報化推進事業 40,440 364,158

5 法制支援事業 33,134 48,660 413,328

6
医師看護師確保対策事
業

7
共有デジタル地図整備
事業

8
消防救急デジタル無線
支援交付金

9 地方４団体への助成金

10
美し国市町対抗駅伝助
成金

11 市町村交付事業

12 災害対策事業

13 地域づくり支援事業

14
市町村振興事業基金活
用審査委員会

9,900

15 情報提供事業 498,960

16 共通経費

73,574 0 498,960 412,818 426,528

事業名

事業費合計
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（単位：円）

人件費負担金 支払助成金 支払交付金 市町交付金 委託費 雑費 合計

209,280 212,580

63,530,000 63,530,000

1,339,200 1,339,200

15,884,000 16,288,598

636,000 6,750 1,137,872

100,200,000 21,000 100,221,000

613,730,000 613,730,000

65,241,372 65,241,372

7,991,587 7,991,587

8,500,000 8,500,000

211,799,924 211,799,924

0

3,704 3,704

9,900

498,960

17,107,000 17,107,000

17,107,000 17,830,787 842,701,372 211,799,924 16,729,280 31,454 1,107,611,697
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(単位：円)

令和元年度期首残高 13,835,952,710

令和元年度貸付額 1,799,360,000

令和元年度償還額 1,837,594,000

令和元年度期末残高 13,797,718,710

(単位：円)

団体名 事　業　数

津市 35 2,249,300,000

四日市市 24 1,721,256,000

伊勢市 21 2,079,812,000

松阪市 6 667,210,000

桑名市 25 692,026,710

鈴鹿市 11 206,598,000

名張市 81 610,064,000

尾鷲市 5 17,280,000

鳥羽市 9 142,588,000

熊野市 15 515,996,000

いなべ市 6 227,800,000

志摩市 11 146,080,000

伊賀市 21 512,576,000

木曽岬町 13 660,440,000

東員町 10 152,800,000

朝日町 16 309,782,000

長　期　貸　付　の　状　況

１．令和元年度貸付残高明細

２．令和元年度期末残高団体別一覧

貸　付　残　高
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団体名 事　業　数 貸　付　残　高

多気町 2 16,864,000

大台町 20 434,954,000

玉城町 1 13,904,000

大紀町 3 10,786,000

南伊勢町 3 118,414,000

紀北町 35 2,143,384,000

御浜町 2 16,680,000

紀宝町 4 74,210,000

伊勢環境 4 56,914,000

25団体 383 13,797,718,710
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公益財団法人　三重県市町村振興協会

　理事長　　河　上　敢　二　　様

　　　　　　　　　　　　　　

監　事　　櫻　井　　　義　之　　㊞

監　事　　辻　村　　　修　一　　㊞

監　事　　遠　島　　　敏　行　　㊞　

　私たち監事は、当協会の平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの令和元

年度に関する理事の職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果につい

て、以下のとおり報告いたします。

１　監査の方法及びその内容

　私たち監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等その職

務の執行について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

法人事務所において業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、

当該事業年度に係る事業報告及び附属明細書について検討しました。

　さらに、当該事業年度に係る会計帳簿及びこれに関連する資料の調査を行い、計算

書類等（貸借対照表、正味財産増減計算書及びこれらの附属明細書並びに財産目録）

について検討いたしました。

２　監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

　　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い法人の状況を正しく

　　　　示しているものと認めます。

　　　②　理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

　　　　事実は認められません。

（２）計算書類等の監査結果

　　　計算書類及びその附属明細書は、法人の財産及び損益（正味財産増減）の状況

　　をすべての重要な点において適正に表示しているものと認めます。

以上　

監　査　報　告　書

令和2年6月3日

写
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